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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第20期

第１四半期
連結累計期間

第21期
第１四半期
連結累計期間

第20期

会計期間
自 2018年４月１日

至 2018年６月30日

自 2019年４月１日

至 2019年６月30日

自 2018年４月１日

至 2019年３月31日

売上高 （千円） 4,399,810 5,122,049 19,501,463

経常利益 （千円） 63,862 273,217 395,841

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

（千円） 39,107 159,523 91,639

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 37,952 163,842 148,501

純資産額 （千円） 7,833,557 7,416,786 7,344,144

総資産額 （千円） 25,619,277 29,748,539 31,158,936

１株当たり四半期(当期)純利益 （円） 1.04 4.37 2.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.5 24.6 23.3
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社Joe’sクラウドコンピューティングは、連結子

会社であるビットスター株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、同社を連結の範囲から除外してお

ります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の各種政策効果の下支えもあり緩やかな回復が続いて

おりますが、通商問題の動向が今後の世界経済に与える影響には留意が必要であり、海外景気や自然災害による下

振れリスクが依然として存在することなどにより、先行き不透明な状況となっております。

　当社グループの属するデータセンター市場においては、VPS・クラウドサービスを中心に安定した成長が続いてお

ります。

こうした状況のもと、当社グループはコストパフォーマンスに優れたデータセンターサービスを、多様なライン

ナップで提供することにより、他社との差別化を図るとともに、営業体制の強化、イベントの実施及びパートナー

制度の推進、グループ間連携の強化などにより、販売力の向上に努めてまいりました。その結果、当第１四半期連

結累計期間の売上高は5,122,049千円(前年同期比16.4％増）となりました。

　営業利益につきましては、エンジニアの増員による人件費やサービス機材増加に伴う経費等が増加しましたが、

売上高の増加などにより、312,285千円(前年同期比177.9％増）となりました。

　経常利益につきましては、営業利益の増加などにより、273,217千円(前年同期比327.8％増）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、経常利益の増加などにより、159,523千円(前年同期比

307.9％増）となりました。

 
サービス別の状況は以下のとおりです。

① ハウジングサービス

　首都圏内データセンター増加により価格競争の厳しい状況が続いており、ハウジングサービスの売上高は

587,093千円(前年同期比12.8％減）となりました。

② 専用サーバサービス

前第４四半期から提供開始した高火力コンピューティングサービスの大口案件等により、専用サーバサービス

の売上高は1,388,765千円(前年同期比45.1％増）となりました。

③ レンタルサーバサービス

機能改善等を継続して着実にユーザ数を積み増した結果、レンタルサーバサービスの売上高は840,043千円(前

年同期比4.4％増）となりました。
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④ VPS・クラウドサービス

VPSサービスやクラウドサービスの新機能の継続的な追加等により、新規顧客の獲得や既存顧客の利用増加を

図った結果、VPS・クラウドサービスの売上高は1,397,607千円(前年同期比8.8％増）となりました。

⑤ その他サービス

政府衛星データ案件売上の計上等により、その他サービスの売上高は908,540千円(前年同期比33.5％増）とな

りました。

　

当第１四半期連結会計期間末における資産・負債及び純資産の状況とそれらの要因は次のとおりです。

① 資産

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,410,397千円減少し、29,748,539千円(前

連結会計年度末比4.5％減）となりました。主な要因は、債務支払や借入金返済による現金及び預金の減少、減

価償却による有形固定資産の減少によるものです。

②　負債

当第１四半期連結会計期間末の負債の合計は、前連結会計年度末に比べ1,483,040千円減少し、22,331,752千

円(前連結会計年度末比6.2％減）となりました。主な要因は、支払いによる債務の減少及び返済による借入金の

減少によるものです。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末の純資産の合計は、前連結会計年度末に比べ72,642千円増加し、7,416,786千円

(前連結会計年度末比1.0％増）となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上に伴う利

益剰余金の増加によるものです。

 
(2) 資本の財源及び資金の流動性について

当社グループにおける投資を目的とした主な資金需要につきましては、データセンターネットワーク設備等の継

続的な投資によるものであります。

　資金調達につきましては、賞与・納税等の短期運転資金は自己資金及び借入を基本とし、設備投資資金や長期運

転資金は自己資金、リース及び借入を基本とすることで、事業運営上必要な資金の安定的な確保に努めておりま

す。

　なお、当第１四半期連結会計期間末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は15,762,206千円、

資金の残高は4,141,494千円となっております。
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(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21,470千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(4) 生産、受注及び販売の状況

① 生産実績

記載すべき事項はありません。

　

② 受注実績

記載すべき事項はありません。

　

③ 販売実績

当第１四半期連結累計期間の販売実績をサービス区分別に示すと、次のとおりであります。

サービス区分 販売高（千円） 前年同期比(％)

ハウジングサービス 587,093 △12.8

専用サーバサービス 1,388,765 ＋45.1

レンタルサーバサービス 840,043 ＋4.4

VPS・クラウドサービス 1,397,607 ＋8.8

その他サービス 908,540 ＋33.5

合計 5,122,049 ＋16.4
 

(注)１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２.当第１四半期連結累計期間における販売実績の著しい変動の要因は、「(1)財政状態及び経営成績の状

況」に記載のとおりであります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,200,000

計 99,200,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(2019年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,620,700 37,620,700
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株
であります。

計 37,620,700 37,620,700 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年６月30日 ― 37,620,700 ― 2,256,921 ― 1,361,862
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2019年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,140,600
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

364,627 ―
36,462,700

単元未満株式
普通株式

― ―
17,400

発行済株式総数 37,620,700 ― ―

総株主の議決権 ― 364,627 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式44株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2019年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
さくらインターネット
株式会社

大阪市北区大深町４番
20号

1,140,600 ― 1,140,600 3.03

計 ― 1,140,600 ― 1,140,600 3.03
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,505,373 4,141,494

  売掛金 2,002,302 1,874,747

  商品及び製品 187,324 185,708

  貯蔵品 813,727 984,425

  その他 974,409 1,123,941

  貸倒引当金 △30,796 △32,313

  流動資産合計 9,452,342 8,278,003

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,055,672 7,939,020

   工具、器具及び備品（純額） 3,629,098 3,543,631

   リース資産（純額） 6,599,690 6,491,041

   その他（純額） 644,459 644,459

   有形固定資産合計 18,928,921 18,618,153

  無形固定資産   

   その他 1,025,707 986,095

   無形固定資産合計 1,025,707 986,095

  投資その他の資産 ※  1,751,966 ※  1,866,287

  固定資産合計 21,706,594 21,470,535

 資産合計 31,158,936 29,748,539
 

 

EDINET提出書類

さくらインターネット株式会社(E05518)

四半期報告書

 9/17



 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 693,737 622,285

  短期借入金 833,000 921,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,883,620 1,891,230

  未払法人税等 220,865 128,665

  前受金 3,393,200 4,087,017

  賞与引当金 273,255 143,672

  その他 4,289,255 2,873,769

  流動負債合計 11,586,935 10,667,639

 固定負債   

  長期借入金 6,089,244 5,663,934

  リース債務 5,867,046 5,744,435

  その他 271,566 255,743

  固定負債合計 12,227,857 11,664,112

 負債合計 23,814,792 22,331,752

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,256,921 2,256,921

  資本剰余金 1,361,862 1,361,862

  利益剰余金 4,243,672 4,311,995

  自己株式 △600,029 △600,029

  株主資本合計 7,262,426 7,330,750

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 － △7

  為替換算調整勘定 △831 237

  その他の包括利益累計額合計 △831 229

 非支配株主持分 82,548 85,806

 純資産合計 7,344,144 7,416,786

負債純資産合計 31,158,936 29,748,539
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

売上高 4,399,810 5,122,049

売上原価 3,187,112 3,603,785

売上総利益 1,212,697 1,518,264

販売費及び一般管理費   

 貸倒引当金繰入額 57 1,546

 給料及び手当 304,735 345,072

 賞与引当金繰入額 44,673 56,858

 その他 750,848 802,501

 販売費及び一般管理費合計 1,100,314 1,205,978

営業利益 112,383 312,285

営業外収益   

 受取利息 12 11

 貸倒引当金戻入額 158 85

 業務受託料 － 3,215

 債務勘定整理益 － 5,370

 その他 3,165 6,632

 営業外収益合計 3,336 15,313

営業外費用   

 支払利息 46,941 50,568

 その他 4,915 3,812

 営業外費用合計 51,857 54,381

経常利益 63,862 273,217

特別損失   

 固定資産売却損 － 1,740

 固定資産除却損 469 10,664

 特別損失合計 469 12,404

税金等調整前四半期純利益 63,392 260,813

法人税、住民税及び事業税 10,810 101,191

法人税等調整額 14,487 △3,160

法人税等合計 25,298 98,031

四半期純利益 38,094 162,781

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△1,012 3,258

親会社株主に帰属する四半期純利益 39,107 159,523
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

四半期純利益 38,094 162,781

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,008 △7

 為替換算調整勘定 △1,149 1,068

 その他の包括利益合計 △141 1,061

四半期包括利益 37,952 163,842

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 38,965 160,584

 非支配株主に係る四半期包括利益 △1,012 3,258
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった株式会社Joe’sクラウドコンピューティングは、連

結子会社であるビットスター株式会社を存続会社とする吸収合併により消滅したため、同社を連結の範囲から除

外しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　　※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年６月30日)

投資その他の資産 6,684千円 6,624千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年６月30日)

減価償却費 615,360千円 745,480千円

のれんの償却額 19,045千円 14,467千円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月26日
定時株主総会

普通株式 94,050 2.50 2018年３月31日 2018年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 91,200 2.50 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、インターネットデータセンター事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。

 
 　（企業結合等関係）

 共通支配下の取引等

 (連結子会社間の吸収合併)

 2019年４月１日を効力発生日として、当社の連結子会社であるビットスター株式会社が当社の連結子会社である

株式会社Joe'sクラウドコンピューティングを吸収合併いたしました。

  １．取引の概要

　(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　結合企業(存続会社)

　　　　名   称: ビットスター株式会社(当社の連結子会社)

　　　　事業内容: インターネットサービス事業、各種サービスインテグレート事業、

　　　　　　　　　各種上記に関わるコンサルティング事業

　　被結合企業(消滅会社)

　　　　名   称: 株式会社Joe'sクラウドコンピューティング(当社の連結子会社)

　　　　事業内容: ホスティング事業、バーチャルオフィス事業等

　(2) 企業結合日

　　　2019年４月１日

　(3) 企業結合の法的形式

ビットスター株式会社を存続会社とし、株式会社Joe'sクラウドコンピューティングを消滅会社とする吸収

合併

　(4) 結合後企業の名称

　　　ビットスター株式会社(当社の連結子会社)

　(5) その他取引の概要に関する事項

当社グループとして事業シナジーの発揮や経営の効率化を達成することでさらなる成長を図るために本合

併を実施いたしました。

 
 ２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
 至 2018年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
 至 2019年６月30日)

１株当たり四半期純利益 1円04銭 4円37銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 39,107 159,523

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

39,107 159,523

普通株式の期中平均株式数(株) 37,620,256 36,480,056
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年８月８日

さくらインターネット株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 仲   下   寛　　司 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　　林　　雅　　史 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているさくらインター

ネット株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日

から2019年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、さくらインターネット株式会社及び連結子会社の2019年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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